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Ⅰ．はじめに
　本稿では、森悠一郎著『関係の対等性と平
等』（以下、本書と呼ぶ）が提示する、関係的
平等主義に基づく潜在能力の充分主義に対して、
検討を行う。その上で、本書が提示する潜在能
力の充分主義にコミットする場合、財の分配に
おける充分主義を原則とすることはできないと
論じる。具体的には、以下のような流れで議論
を提示する。まず、本書が提示する潜在能力の
充分主義が、財の分配における充分主義とは異
なる立場であり、それ故に誤承認の不正義とい
う問題に直接対応できる魅力を有することを確
認する。そしてその上で本書が、この二つの立
場を区別しつつも、前者へのコミットが後者を
原則として要請すると捉えていることを示す。
次に、潜在能力の充分主義から財の分配におけ
る充分主義が原則として要請されると捉える本
書の議論に対して、二つの道筋で異論を唱える。
第一の道筋として、潜在能力の充分主義を達成
するためには、財の分配に関して、充分主義的
分配を越えた格差の是正が、道具的ないし手段
的に必要になると論じる。第二の道筋として、
労働の公正な対価を得る権利という機能に着目
した場合、その機能への潜在能力の充足それ自
体が、充分主義を越えた一定の比例的分配を要
請することを示す。

Ⅱ． 本書が提示する潜在能力の充分主義
とはいかなる立場か

Ⅱ.1． 関係的平等主義の観点に基づく潜在能力の
充分主義

　まずは、本書が依拠する潜在能力の充分主義
に関して、その内容を確認する。本書はE. ア
ンダーソンによる議論を発展させる形で、潜在
能力としての自由を充分に保障することを、関
係的平等主義の観点から要請する（森[2019: 
146]）。ここで言う潜在能力とは、一定の機能
を実現する実質的な自由ないし能力のことを意
味する。すなわちまず、例えば食べることや遊
ぶことなどの活動や、病気にならずに生きてい
ける状態など、一定の活動や状態を人間にとっ
て価値ある機能であると捉える。そしてその上
で、それらの機能を実現する実質的な自由を各
人に保障することが、潜在能力アプローチにと
っての目標となるのである（cf. 森[2019: 49-
51]）。関係的平等主義の観点からこの潜在能力
アプローチに依拠する本書の立場はさらに、実
質的自由としての潜在能力が保障される対象と
なる機能の内容を、関係的平等主義の消極的・
積極的目標から定義する（森[2019: 146-147]）。
関係的平等主義はまず、人格の等しい道徳的価
値という普遍的な道徳的平等を基礎に、二つの
目標を提示する。すなわち第一に消極的目標と
して、人種差別や経済的搾取のような抑圧を除
去することを掲げる。第二に積極的目標として、
政治や経済的分業の場面などにおいて、諸個人
が対等な関係で対峙するような社会秩序を目指
す。そしてこのような二つの目標に対応する形
で本書は、「抑圧的な社会的関係に陥ることを
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回避するのに必要な潜在能力への権利」と、
「民主国家の対等な市民として機能するのに必
要な潜在能力への権利」とを保障すべきと論じ
ている。
　それでは、このように抑圧を回避し対等な関
係で対峙するために必要な機能とは、どのよう
な機能なのだろうか。本書はこれに関して、

「①人間としての機能、②協同生産枠組みの参
加者としての機能、③民主国家の市民としての
機能」という三種類の機能を挙げている（森
[2019：146]）。そしてその上で、これら三つの
機能を構成する下位カテゴリーの機能として、
いくつかのものを提示している。まず人間とし
ての機能を構成するものには例えば、食糧や医
療といった生物学的な生を存続させるために必
要な機能や、目的や手段について熟考する能力
のような行為主体性に関わる機能が含まれる。
次に協同生産枠組みの対等な参加者としての機
能は、能力を開発するための教育へのアクセス
や、労働の公正な対価を受け取る権利などを、
下位の機能として包摂する。最後に民主国家の
市民としての機能は、表現の自由や選挙権とい
った政治参加の権利や、パブリック・フォーラ
ムへのアクセスなどの機能によって構成されて
いる。
　潜在能力を保障されるべき機能を以上のよう
に定義した上で本書は、等しい水準の機能つま
り完全に平等な機能ではなく、「社会において
対等者として相互行為をするのに「充分な」機
能」への潜在能力を保障すべきと論じる（森
[2019: 148]）。これはすなわち、人々が互いに
対等者として相互行為できるような社会秩序を
目指す際には、対等な相互行為をするという機
能、あるいは対等な相互行為をするために必要
な機能、これらを充分に保障することが有効に
なると考える立場である。本書はこのような立
場を、潜在能力の充分主義と呼んでいる。

Ⅱ.2． 潜在能力の充分主義が有する魅力と分配に
おける充分主義との関係

　ここで着目すべきことは、本書が提示する潜
在能力の充分主義が、分配における充分主義と
は概念的に区別されるべきものだということで
ある。本書は、潜在能力アプローチを採用する
利点として、資源や財の分配における不正義だ
けではなく、他の場面における不正義をも分析
できることを挙げている（森 [2019: 153]）。そ
れはなぜかと言えば、個人の潜在能力が、個人
が有する分割可能な資源や財だけではなく、財
の分配という観点だけでは捉えることのできな
い、社会的実践や規範といった社会のあり方な
ども含んだ関数によって決まっているからであ
る。それ故に潜在能力の充分主義は、財の分配
だけに介入する分配における充分主義とは異な
り、ジェンダー規範のようなインフォーマルな
社会的実践・規範など、潜在能力に影響を与え
る他の諸々の要素をも評価および是正の対象に
含んでいる。つまりこのような潜在能力の充分
主義は、財の分配における充分主義とは異なり、
ジェンダー不平等や人種差別のような誤承認の
不正義に対しても、直接対応することのできる
アプローチになっているのである。そしてそれ
こそが、本書が提示する関係的平等主義に基づ
く潜在能力の充分主義の、大きな魅力であると
言える。
　ところが本書の立場は、潜在能力の充分主義
と分配における充分主義とを区別した上でもう
一度、この二つの充分主義を結びつける。すな
わち、関係的平等主義の立場から潜在能力の充
分主義にコミットすることが、一定の例外を認
めつつ原則として、物質的資源の分配における
充分主義を要請すると論じている（森 [2019: 
148-150]）。すなわち、「他者からの抑圧を回避
するのに充分な資源」や「市民社会において対
等者として機能するのに充分な資源」への実効
的なアクセスを、潜在能力の充分主義という観
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点から要請している。またそれ故に、充分水準
以上における財の分配格差に無頓着であっては
ならないという、R. アーネソンらによる分配
の充分主義への批判に対して、応答を試みてい
る（森 [2019: 203-206]）。
　しかしながらここで、第一義的に潜在能力の
充分主義にコミットする本書の関係的平等主義
の構想が、本当に財の分配における充分主義を
も原則とすべきなのか、という疑問が生じる。
そこで本稿では、潜在能力の充分主義と財の分
配における充分主義との関係を検討した上で、
潜在能力の充分主義にとって財の分配における
充分主義が原則となるという本書の立場に対し
て、異議を唱える。その際には、関係的平等主
義にとって中核となるいくつかの機能に関して、
それを達成するためには財の格差の是正が要請
されるという議論をまず提示する（Ⅲ.1．）。次
いで、協同生産枠組みの参加者としての機能へ
の潜在能力を保障することが、充分ラインを越
える財の分配に関して一定の比例性を要請する
ことを含意すると論じる（Ⅲ.2．）。

Ⅲ． 潜在能力の充分主義は分配における
充分主義を原則にできるのか？

Ⅲ.1． 分配における格差の是正が道具的・手段的
に要請される場合

　潜在能力の充分主義が分配における充分主義
を原則として要請するという本書の主張に対す
る異論としては、第一に、以下のような異論を
提示することができる。すなわち、関係的平等
主義にとって中核となる機能において、それに
対する潜在能力の充分主義を達成するためには、
分配における格差の是正が手段として必要にな
る、という異論である。ここでは、政治的影響
力という機能に関する、次のようなケースを想
定してほしい。

　経済的格差に起因する不充分な政治的影響
力のケース：今、Xという社会で分配の充分
主義が達成されており、全ての人が充分ライ
ンである400万円の年収を保障されていると
想定する。
　しかしながら、充分ラインである400万円
以上の報酬に対しては規範的統制がなされて
いなかったために、莫大な資産を有する個人
や企業が社会Xには多く存在している。これ
らの個人や企業は、その莫大な資産を用いて
メディアをコントロールし、人々が政治的意
見を構築するために必要となる情報や言論を、
自分たちにとって都合のいいように操ってい
る。結果として社会Xに住む人々は、自らの
政治的意見を形成し他者に表明する潜在能力
を、充分ラインを下回る程度にまで低められ
ている。

　このケースは、たとえ投票権や表現の自由が
権利として保護されていても、それらが実質的
に有する価値を経済的格差が掘り崩してしまう
という、T. M. スキャンロンの議論に基づいて
設定している（Scanlon [2018: 89-91] ）。スキャ
ンロンの議論は確かに、政治的影響力の平等性
に着目するものであり、政治的影響力の充分性
とは異なるものに着目している。しかしながら
スキャンロンの議論のポイントは、経済的格差
が存在し富裕層がメディアなどを通じて情報や
言論をコントロールすることが、それ以外の
人々の政治的影響力を引き下げるという点にあ
る。したがってこの議論は、政治的影響力の充
分主義に対しても適用可能であり、政治的影響
力の充分主義を達成するためには、分配におけ
る格差の是正が必要となることを示すものでも
ある⑴。
　これに対してはしかし、本書において二つの
反論がすでに用意されている。第一に、財の分
配における充分主義はあくまで原則に過ぎず、
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「諸市民の民主社会における対等関係という民
主的平等の基本理念」に基づく例外として、こ
のようなケースでは経済的格差の是正を要請す
ることができる、という反論である（森 [2019 
148-149]）。しかしながらこの反論に対しては、
政治的影響力という関係的平等主義にとって中
心的と思われる機能に関して、これを例外的な
ケースとして対処してしまっていいのか、とい
う疑問が生じる。本書は、アンダーソンの議論
を引き継ぎ、「基本的自由や投票権などの不均
等な分配は、それ自体で市民の間の不正義な社
会的関係を体現していると理解されるため、そ
れらについては等しい分配が要請される」とい
う立場に依拠していると思われる（森 [2019: 
148-149]）。その場合、言論の自由や投票権が有
する実際の影響力や実質的な価値を充分に保障
することは、本書の関係的平等主義にとって、
中心的な潜在能力の保障を意味していると考え
られる。したがって、政治的影響力という関係
的平等主義にとって中心的な潜在能力に関して、
それを充分に保障するために格差の是正が手段
として要請されるのであれば、潜在能力の充分
主義にとって分配の充分主義が原則になるとは、
もはや言えないのではないだろうか。第二の反
論としては、仮に財の分配において大きな格差
が生じていたとしても、莫大な財産を政治的影
響力へと転換することを阻止する制度的工夫が
整備されていれば、政治的影響力という機能へ
の潜在能力を充分に保障できるというものが存
在する（森 [2019: 149 n. 9]）。この反論に対す
る応答は経験的な議論に依存するため、ここで
は行うことはできない。しかしながら、いくつ
かの実証的な研究を参照しつつ論じるスキャン
ロンと同様に、経済的格差が政治的影響力の格
差へと転換されることを防ぐことは困難な要求
で あ る よ う に、 本 稿 の 著 者 に は 思 え る

（Scanlon [2018: 74-75; 89-91]）。

Ⅲ.2． 潜在能力の保障それ自体が財の比例的分配
を要請する場合

　財の分配における充分主義を潜在能力におけ
る充分主義にとって原則にすることへの第二の
異論は、潜在能力の充分主義を達成することそ
れ自体がそもそも、財の比例的分配の保障を含
意するというものである。すなわち、協同生産
枠組みの対等な参加者としての潜在能力を構成
する要素には、労働の公正な対価を得る権利が
存在する。そして、この労働の公正な対価を得
る権利ないし潜在能力の保障が、充分主義的な
分配を越えて一定の比例的分配を要請するとい
う主張である。ここでは、次のような二つのケ
ースを想定してほしい。

　サービス残業のケース（労働時間との比例
性）：ある社会Yにおいて、充分主義的な分
配として400万円の年収が保障されていると
仮定する。Aは自らが勤務する会社から、他
の従業員と同様に400万円の年収を受け取っ
ている。Aが担当している事業はこの会社の
中でも作業量が多く、他の事業を担当してい
る同僚と比べて、Aは毎日4時間多く残業を
続けている。しかし、Yという社会において
は充分主義的な分配のみが規範的に要請され
ているため、Aは毎日行っている4時間の残
業に対する追加の報酬を得ることができない。

　困難だが社会的に有益な仕事のケース（社
会的貢献との比例性）：社会Yでは、経済的
分業において法律が果たす役割が大きく、弁
護士の仕事が社会に大きく貢献していると承
認されている。また、その社会的貢献度の高
さ故に、弁護士には多くの責任が伴い困難な
仕事を要求される。社会Yに住むBは、社会
的に大きな貢献ができる仕事を望み、困難な
仕事であることを懸念しつつ、弁護士として
働いている。ここで、社会Yにおいては充分
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主義的な分配のみが規範的に要請されている
ため、Ｂは困難な仕事を通して大きな社会的
貢献をしているにも関わらず、その仕事に対
して社会Yの他の構成員と同じ400万円の年
収のみが保障されている。

　これら二つのケースにおいては、分配におけ
る充分主義は達成されているものの、労働の公
正な対価を得る権利ないし潜在能力は、充分に
保障されているとは言えない。なぜならば、A
は他の従業員より長い時間働いたことに対する
公正な対価を得られておらず、Bは社会的に有
益でありかつ困難な仕事を行っていることに対
する公正な対価を得られていないからである。
このような追加の労働やより社会的貢献度の高
い仕事に関して、それに対する公正な対価を得
る権利を実質的に保障するためには、充分主義
的分配だけでは足りず、労働時間や社会的貢献
に対して一定程度比例した報酬を、フォーマル
あるいはインフォーマルな制度によって保障す
る必要が生じる。そしてそのような報酬の保障
を行うことは、充分ラインを越えた分配に対す
る規範的な要請にコミットすることを意味する。
したがって、関係的平等主義が要請する潜在能
力の充分主義それ自体が、それを実質的に保障
する際に、充分ラインを越えた分配に対して一
定の比例性を満たした分配を要請すると言える。
　これに対しては、以下のような反論を想定す
ることができる。報酬の比例性を強調すること
は、比例性に基づいた終局的分配パターンにコ
ミットするという論点先取を犯しており、公正
な対価が労働の有する価値や労働時間に比例す
るとは必ずしも言えない。すなわち、関係的平
等主義の構想はそもそも、従来の分配基底的な
平等主義に対抗し、社会関係基底的な平等主義
にコミットしているのである（森 [2019: 133-
146]）。それ故に、比例性に基づく分配パター
ンを持ち出すのは、分配の基底性を前提にした

論点先取にあたる（森 [2019: 204]）。この反論
は、関係的平等主義の基本理念を重視するなら
ば、非常に強力な反論だと言える。しかしなが
らこの反論が有効なのは、結果的な分配状態に
おいて比例性を厳密に満たすべきという主張に
対してである。労働の公正な対価を得る権利が
比例的な分配を要請するという本稿の主張は、
このような厳密な比例性が結果状態において要
求されるという分配基底的な主張ではない。そ
うではなく、協同生産枠組みの対等な参加者と
しての社会関係が、厳密な比例性ではなく緩や
かな比例性を要求するというのが、本稿の主張
である。そこで以下、このような緩やかな比例
性が社会関係の対等性という要請から導かれる
ことを論じる。
　経済的分業における社会関係の対等性から緩
やかな比例的分配が要請されるという本稿の主
張は、関係的平等主義の最も基底にある道徳的
人格の構想への着目から導き出されている。す
なわち関係的平等主義の基礎には、「道徳的責
任を発展させ行使したり、正義の原理にしたが
って他者と協同したり、善の構想を形成し実現
したりする能力」を有する平等な人格が据えら
れている（森 [2019: 145]）。ここで注目すべき
は、最後の、善の構想を形成し実現する能力で
ある。これはつまり、自らにとって価値ある人
生がどのようなものかを構想し、それを実現し
ようとする自律的能力のことを意味する。そし
てこのような自律的人格が経済的協同に参加す
るとき、その主たる目的の一つは、自らの善の
構想を実現するための財や資源を獲得すること
にあると言えるだろう（Rawls [1999: 78-81]）。
このとき、労働に対する公正な対価として緩や
かに比例的な報酬が保障されているならば、よ
り多く働いたり、あるいはより困難だが社会に
貢献できる仕事を選んだりすることによって、
より多くの財や資源を必要とする善の構想を、
人々は選択できるようになる。したがって、こ
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註

 1．後述のように、本書はアンダーソンの議論を引き継ぎ、基本的自由や投票権に関しては、充分主義ではな

く平等主義を取っているように見える（森 [2019 148-149]）。しかし、このような基本的自由や投票権それ自

体に関して平等主義を取ったとしても、政治的影響力という投票権や言論の自由の実質的価値に関しては別

途、充分主義を採用することも可能である。
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のように善の構想を構築・追求し、そのための
資源を欲している自律的人格を想定するならば、
そのような自律的人格同士の経済的協同におけ
る対等な社会関係それ自体が、報酬の緩やかな
比例性を要請すると考えることができるだろう。

Ⅳ．結論

　本稿では、以下の二つの主張が提示された。
第一に関係的平等主義に基づく潜在能力の充分
主義は、財の分配における充分主義とは異なる

ものであり、誤承認の不正義に直接対応できる
魅力を有する。第二にしかし、潜在能力の充分
主義にコミットする場合、財の分配における充
分主義をも原則にすることには異論を提示でき
る。すなわちまず、関係的平等主義の中心に位
置する機能に関して、それに対する充分な潜在
能力を保障するために、充分ラインを越えた格
差の是正が道具的・手段的に要請されうる。次
に、労働の公正な対価を得る権利という潜在能
力の実質的保障それ自体が、充分ラインを越え
た分配における緩やかな比例性を要請する。


